
3 電力系統への接続状況

勧 告 説明図表番号

再生可能エネルギー電気を電気事業者に供給するためには、再生可能

エネルギー発電設備を電気事業者（注）の電力系統に接続する必要がある。

（注）電気事業者のうち、特定規模電気事業者（一定規模以上の需要に対応した電気の

供給を行う事業者。多くは自ら維持運用する電線路を有さず、一般電気事業者が維

持運用する電線路を通じて電気の供給を行う。）を除く。以下この項目において同じ。

固定価格買取制度では、電気事業者が、その電力系統に経済産業大臣

の認定を受けた再生可能エネルギー発電設備の接続を求められたとき

は、①発電事業者が接続に必要な費用を負担しない場合、②電気の円滑

な供給の確保に支障が生ずるおそれがある場合及び③施行規則で定める

正当な理由がある場合を除き、拒んではならないこととされている（法

第 5条第 1項）。

このうち、発電事業者が負担しなければならない接続に必要な費用（以

下「工事費負担金」という。）は、①電源線（発電所から電力系統への電

線路であって電気事業者が維持運用するもの）、②電圧の調整装置（高圧

又は特別高圧の電線路に接続するために必要な昇圧装置等）、③電力量計

（再生可能エネルギー電気の量を計量するもの）、④発電設備を監視する

ために必要な設備の設置等に要する費用とされている（施行規則第 5 条

第 1項）。また、電気事業者は、書面により工事費負担金の内容及び積算

の基礎が合理的なものであること並びに当該費用が必要であることの合

理的な根拠を示さなければならないこととされている（同条第 2項）。

これらの費用に係る具体的な提示内容については、経済産業省、発電

事業者団体、電気事業連合会等を関係者として検討が行われ、その合意

内容である「再生可能エネルギーの系統連系について」（平成 24年 12 月

資源エネルギー庁電力・ガス事業部電力基盤整備課省エネルギー・新エ

ネルギー部新エネルギー対策課）において、工事費負担金の内訳として

提示すべき具体的項目等が示されている。また、この合意内容を受け、

各電気事業者は、平成 25 年 2 月以降、発電事業者が電力系統に接続しよ

うとする際の手続等を定めた自らの系統アクセスルールを改正した。

また、電力系統への接続手続は、通常、①事前相談、②接続検討申込

み、③接続契約申込みの順で行われるが、各電気事業者の系統アクセス

ルールでは、原則として、出力 50kW 以上の発電設備の場合は接続検討申

込み及び接続契約申込みの回答時に、接続検討申込みを省略できる出力

50kW 未満の発電設備の場合は接続契約申込みの回答時に、それぞれ内訳

を含む工事費負担金概算及び算定根拠を示すこととされている。工事費

負担金の支払がなされると、各電気事業者は電力系統への接続工事を行

い、請求額と実費に差額が生じた場合は工事完了後に工事費負担金の精

算を行っている。

表 3-①

表 3-①（再掲）

表 3-②

表 3-③
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今回、電力系統への接続状況について、ⅰ）沖縄電力株式会社を除く 9

電力会社を調査し、また、ⅱ）平成 26 年 3 月 31 日までに認定を受けた

出力 10kW以上の太陽光発電設備延べ 4,021 設備（延べ 2,041 発電事業者）

を書面により調査し、ⅲ）ⅱ）で「工事費負担金が高いと感じた」又は

「工事費負担金が高いことが主な理由で運転開始を断念した」と回答の

あった 798 設備（延べ 393 発電事業者）の中から 361 設備（244 発電事業

者）を任意に抽出して実地に調査したところ、以下のような状況がみら

れた。

(1) 工事費負担金の状況

9 電力会社では、固定価格買取制度が開始した平成 24年 7 月以降 26

年 11 月末までの間に、法第 5 条第 1項に基づいて電力系統への接続を

拒否した実績はないとしている。

一方、調査対象とした 4,021 設備のうち、工事費負担金を支払った

又は工事費負担金額について調整中である 2,620 設備について、工事

費負担金額をどのように受け止めたか発電事業者に調査したところ、

「妥当な額であると感じた」が 1,714 設備（65.4％）、「高いと感じた」

が 771 設備（29.4％）、「安いと感じた」が 106 設備（4.0％）、無回答

が 29 設備（1.1％）となっている。

また、運転開始を断念した 450 設備について、その主な理由を発電

事業者に調査したところ、「必要な土地を調達できなかったため」が延

べ 153 設備（33.9％）、「事業費の調達が困難になったため」が延べ 44

設備（9.8％）、「工事費負担金が高いことが主な理由で、事業の採算が

合わなくなったため」が延べ 27 設備（6.0％）、「その他（事業方針の

変更等）」が延べ 227 設備（50.3％）となっている。

さらに、実地に調査した 361 設備の中には、電力会社から示された

工事費負担金額及び工事内容に発電事業者が納得できなかったため、

電力会社と発電事業者で協議を行い、対案との比較を行った結果、工

事費負担金が減額となる案が採用された例もみられた。

なお、「工事費負担金が高いと感じた」又は「工事費負担金が高いこ

とが主な理由で運転開始を断念した」と回答のあった 798 設備の中か

ら任意に抽出して実地に調査した 361 設備のうち、運転を開始してい

ない又は工事費負担金額が確認できなかった 133 設備を除いた 228 設

備の工事費負担金の中央値は、①出力10kW以上50kW未満の設備で1.05

万円／kW、②50kW 以上 500kW 未満の設備で 0.25 万円／kW、③500kW 以

上 1,000kW 未満の設備で 0.30 万円／kW、④1,000kW 以上の設備で 0.44

万円／kWであり、全体では 0.89 万円／kW となっている。

(2) 工事費負担金の提示状況

表 3-④

表 3-⑤

表 3-④（再掲）

表 3-⑥

表 3-⑦
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ア 出力 10kW 以上 50kW 未満の発電設備

「工事費負担金が高いと感じた」又は「工事費負担金が高いこと

が主な理由で運転開始を断念した」と回答のあった 798 設備の中か

ら任意に抽出して実地に調査した上記 361 設備のうち、出力が 10kW

以上 50kW 未満の発電設備は 230 設備ある。このうち、平成 25 年 2

月以前に接続契約申込みの回答がなされた発電設備、工事費負担金

内訳に係る資料が確認できなかった発電設備等を除いた 107 設備に

ついて、工事費負担金内訳の提示状況を調査したところ、以下のよ

うな状況がみられた。

① 総額のみを提示し、内訳がなかったものが 14 設備（13.1％）（う

ち、出力 20kW 以上 30kW 未満が 1 設備、出力 30kW 以上 40kW 未満

が 1設備、出力 40kW 以上が 12 設備）

② 内訳として資材費、工費及び諸掛費の概算額等しか提示してお

らず、「再生可能エネルギーの系統連系について」で提示すること

とされた提示項目に比べて提示内容が不十分であったものが31設

備（29.0％）（うち、出力 10kW 以上 20kW 未満が 4設備、出力 20kW

以上 30kW 未満が 3設備、出力 40kW 以上が 24設備） 
また、上記①及び②の中には、発電事業者が電力会社に内訳又は

詳細な内訳の提示を求めたものの断られた設備が 2設備みられた。

イ 出力 50kW 以上の発電設備

上記 361設備のうち、出力が 50kW以上の発電設備は 131 設備ある。

このうち、平成 25年 2月以前に接続検討申込みの回答がなされた発

電設備、工事費負担金内訳に係る資料が確認できなかった発電設備

を除いた 54 設備について、工事費負担金内訳の提示状況を調査した

ところ、以下のような状況がみられた。

① 総額のみを提示し、内訳がなかったものが 1 設備（1.9％）（出

力 50kW 以上 500kW 未満）

② 内訳として配電線工事、系統制御関連工事の概算額等しか提示

しておらず、「再生可能エネルギーの系統連系について」で提示す

ることとされた提示項目に比べて提示内容が不十分であったもの

が 6 設備（11.1％）（うち、出力 50kW 以上 500kW 未満が 2 設備、

出力 1,000kW 以上 2,000kW 未満が 4設備）

経済産業省は、このような事例を把握していなかったため、電力会社に

対する指導も行っていないとしている。 
なお、9電力会社の中には、接続検討申込みへの回答の早期化や工事

費負担金の予見性向上等を目的に、高圧の電力系統に架空配電線を新

設するなどの場合に限って、平成 26 年 10 月以降、材料費等の積算に

基づき実工事費を算出する従来の方法から、あらかじめ公表した工事

表 3-⑧

表 3-⑨、⑩

表 3-⑪

表 3-⑫

表 3-⑬、⑩（再

掲）

表 3-⑭
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費単価に工事こう長（電線を敷設する際の 2 点間の距離）を乗じて工

事費負担金を算出する方法に切り替えている例もみられた。

【所見】

したがって、経済産業省は、電力系統への接続に要する費用の透明性

を確保するため、電力会社に対し、「再生可能エネルギーの系統連系につ

いて」において示された提示方法によって工事費負担金内訳を提示する

よう指導する必要がある。
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表 3-① 電力系統への接続に関する法令

○ 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法 ＜抜粋＞

（接続の請求に応ずる義務 ）

第 5条 電気事業者（特定規模電気事業者を除く。以下この条において同じ。）は、前条

第一項の規定により特定契約の申込みをしようとする特定供給者から、当該特定供給者

が用いる認定発電設備と当該電気事業者がその事業の用に供する変電用、送電用又は配

電用の電気工作物（電気事業法第二条第一項第十六号に規定する電気工作物をいう。第

三十九条第二項において同じ。）とを電気的に接続することを求められたときは、次に

掲げる場合を除き、当該接続を拒んではならない。

一 当該特定供給者が当該接続に必要な費用であって経済産業省令で定めるものを負担

しないとき。

二 当該電気事業者による電気の円滑な供給の確保に支障が生ずるおそれがあるとき。

三 前二号に掲げる場合のほか、経済産業省令で定める正当な理由があるとき。

2 経済産業大臣は、電気事業者に対し、前項に規定する接続が円滑に行われるため必要

があると認めるときは、当該接続に関し必要な指導及び助言をすることができる。

3 経済産業大臣は、正当な理由がなくて第一項に規定する接続を行わない電気事業者が

あるときは、当該電気事業者に対し、当該接続を行うべき旨の勧告をすることができる。

4 経済産業大臣は、前項に規定する勧告を受けた電気事業者が、正当な理由がなくてそ

の勧告に係る措置をとらなかったときは、当該電気事業者に対し、その勧告に係る措置

をとるべきことを命ずることができる。

○ 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法施行規則 ＜抜

粋＞

（接続に必要な費用）

第 5条 法第五条第一項第一号の経済産業省令で定める接続に必要な費用は、次のとおり

とする。

一 当該接続に係る 電源線（電源線に係る費用に関する省令（平成十六年経済産業省令

第百十九号）第一条第二項に規定する電源線（同条第三項第二号から第七号までに掲

げるものを除く。）をいう。）の 設置又は変更に係る費用

二 当該特定供給者の認定発電設備と被接続先電気工作物（当該特定供給者が自らの認

定発電設備と電気的に接続を行い、又は行おうとしている接続請求電気事業者の事業

の用に供する変電用、送電用又は配電用の電気工作物をいう。以下同じ。）との間に

設置される 電圧の調整装置の設置、改造又は取替えに係る費用（前号に掲げる費用を

除く。）

三 当該特定供給者が供給する再生可能エネルギー電気の量を計量するために必要な 電

力量計の設置又は取替えに係る費用

四 当該特定供給者の認定発電設備と被接続先電気工作物との間に設置される設備であ

って、接続請求電気事業者が当該 認定発電設備を監視、保護若しくは制御するために
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必要なもの又は当該特定供給者が当該接続請求電気事業者と通信するために必要なも

のの設置、改造又は取替えに係る費用

2 接続請求電気事業者は、特定供給者から法第五条第一項の規定による接続の請求があ

った場合には、当該特定供給者に書面により前項各号に掲げる費用の内容及び積算の基

礎が合理的なものであること並びに当該費用が必要であることの合理的な根拠を示さな

ければならない。

（注）下線は当省が付した。

表 3-② 「再生可能エネルギーの系統連系について」（平成 24 年 12 月資源エネルギ

ー庁電力・ガス事業部電力基盤整備課省エネルギー・新エネルギー部新エネ

ルギー対策課） ＜抜粋＞

１．はじめに

「エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針」（平成２４年４月３日閣議決定）

を受けて、系統の受け入れ可能情報や接続コスト、系統接続の手続き書類の簡素化・統一

化、標準処理期間の短縮等について、再生可能エネルギー発電事業者（以下「再エネ事業

者」という。）の意見を聞きながら、見直しを行うこととなった。これを受けて、資源エネ

ルギー庁では、一般社団法人太陽光発電協会（ＪＰＥＡ）、一般社団法人日本風力発電協会

（ＪＷＰＡ）、電気事業連合会、一般社団法人電力利用系統協議会（ＥＳＣＪ）をメンバー

とした検討を行い、情報公表のあり方等について一定の結論を得た。なお、本検討に当た

っては、新エネルギー対策課において、水力発電等の団体に対してもヒアリングを行い、

必要に応じてその意向を反映した。

なお、本検討は系統連系の円滑化を目的とするものであり、以下に掲げるルールの他、

一般電気事業者および再エネ事業者は系統連系の円滑化に向けて積極的に取り組むことが

望まれる。

特に一般電気事業者は、系統連系に不慣れな再エネ事業者に配慮して、透明かつ丁寧な

手続きによる連系協議を行うべきことについて、営業所単位に徹底し、再生可能エネルギ

ーの導入拡大について、積極的に協力していくこととする。

また、再エネ事業者においても、系統連系に関するルールの理解を深めるよう、ＪＰＥ

Ａ、ＪＷＰＡ等は必要な取り組みを進める。

２．検討結果

（１）整理を行った項目

系統への接続検討を行う際には、図１の業務フローで一般電気事業者の送配電部門等に

接続検討の申込みを行うこととなる（事前相談については任意。）。上記閣議決定での指摘

を踏まえ、当該業務フローの円滑化のため、以下の項目について整理を行った。

①系統連系する際の予見可能性の向上に資する情報の公表のあり方

・系統情報の公表のあり方
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含まれている限りにおいて、一般電気事業者各社により当該別添資料と異なる書式とする

ことを妨げるものではない。

６ 具体的な記載例についても、別添１－⑤及び１－⑥に併せて記載している。また、事業者が要望する場合、工事費の算

定根拠を示すものとして、工事に関する設計図書または工事概要図等を提示することとする。その際、第三者情報等につ

いては黒塗りをする等の措置を講じた上で提示することとし、発電事業者がその費用を負担することを前提に、当該発電

事業者の要望に応じ、複写も認めることとする。

（略）

４．今後の進め方、フォローアップ

閣議決定に従い、関係者間で検討した結果として、当面上記２～３の取扱いとすること

につき、関係者の合意に至った。本合意に従い、ＥＳＣＪルールおよび一般電気事業者の

系統連系ルールを見直すこととし、ＥＳＣＪルール等に反映されない事項については、Ｅ

ＳＣＪが作成するＱ＆Ａに公表する。

なお、ルール等の改正後半年～１年後を目途に関係者が再度集まり、今回の見直しにつ

いて検証するとともに、系統連系の更なる円滑化に向けた改善の必要性について検討する

こととする。

今後の大まかなスケジュールは以下のとおり。

平成２５年 ２月 ＥＳＣＪルール改正、その後各社の系統アクセスルールの改正

３月 ＥＳＣＪおよび再エネ事業者団体主催による説明会の開催

平成２５年 ８月～平成２６年３月頃 関係者によるフォローアップ

【添付書類一覧】

＜別添１＞ 負担金工事内訳

・１－① ：負担金工事内訳（高圧・低圧）【工事費負担金請求時用】

・１－② ：負担金工事内訳（高圧・低圧）【接続検討回答時用】

・１－③ ：負担金工事内訳（特別高圧）【工事費負担金請求時用】

・１－④ ：負担金工事内訳（特別高圧）【接続検討回答時用】

・１－⑤ ：負担金工事内訳（高圧・低圧）【工事費負担金請求時用】記載例

・１－⑥ ：負担金工事内訳（特別高圧）【工事費負担金請求時用】記載例

（略）
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別添 1－①

負担金工事内訳（高圧・低圧）

【工事費負担金請求時用】

○工事概要 

設備

区分 項目 新設 撤去 建替･張替･取替 
備考 

（設備機器・材料の仕様、工

事方法等） 

架空

線 

支持物（電柱） 本 本 本  
高圧線 m m m  
高圧引込線 m m m  
開閉器 台 台 台  
変圧器（kVA） 台 台 台  
低圧線 m m m  
低圧引込線 m m m  
電圧調整器 台 台 台  
     

地中

線 

管路 m m m  
ﾏﾝﾎｰﾙ・ﾊﾝﾄﾞﾎｰﾙ 箇所 箇所 箇所  
高圧ケーブル m m m  
     
     

計量

器 

計量器 台 台 台  
計器用変成器 台 台 台  
     
     

そ の

他 
調査測量費・用地

取得費・設計費等 ― ― ―  

※１ 項目ごとの概算工事金額の提示を求める場合は、当社と守秘義務契約を締結していただく必要があります。 
※１ 項目ごとの概算工事金額の提示を求める場合は、秘密保持誓約書を提出していただく必要があります。 
 

○概算工事金額

総 額
○○．○百万円（消費税等相当額 ○．○百万円含む）

（材料費等○○．○百万円、工費等○○．○百万円）

内 訳

架空線工事 ○．○百万円（消費税等相当額除く）

（材料費等 ○．○百万円、工費等 ○．○百万円）

地中線工事 ○．○百万円（ 〃 ）

（材料費等 ○．○百万円、工費等 ○．○百万円）

計量器工事 ○．○百万円（ 〃 ）

（材料費等 ○．○百万円、工費等 ○．○百万円）

その他 ○．○百万円（ 〃 ）

（材料費等 ○．○百万円、工費等 ○．○百万円）

※２ 【架空線/地中線】工事の内訳中、調査測量費、用地取得費及び設計費等その他の費用を材料費等に【○％/○円】、

工費等に【○％/○円】含んでおります。
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別添 1－②

負担金工事内訳（高圧・低圧）

【接続検討回答時用】

○工事概要 

設備

区分 項目 新設 撤去 建替･張替･取替 
備考 

（設備機器・材料の仕様、工

事方法等） 

架空

線 

支持物（電柱） 本 本 本  
高圧線 m m m  
高圧引込線 m m m  
開閉器 台 台 台  
変圧器（kVA） 台 台 台  
低圧線 m m m  
低圧引込線 m m m  
電圧調整器 台 台 台  
     

地中

線 

管路 m m m  
ﾏﾝﾎｰﾙ・ﾊﾝﾄﾞﾎｰﾙ 箇所 箇所 箇所  
高圧ケーブル m m m  
     
     

計量

器 

計量器 台 台 台  
計器用変成器 台 台 台  
     
     

そ の

他 
調査測量費・用地

取得費・設計費等 ― ― ―  

※１ 接続検討では、現地の詳細な調査測量及び用地交渉等を実施しておりませんので、実際には工事概要および工事費

用が変更となる場合があります。 
※２ 項目ごとの概算工事金額の提示を求める場合は、当社と守秘義務契約を締結していただく必要があります。 
※２ 項目ごとの概算工事金額の提示を求める場合は、秘密保持誓約書を提出していただく必要があります。 

○概算工事金額

総 額 ○○．○百万円（消費税等相当額 ○．○百万円含む）

内 訳

架空線工事 ○．○百万円（消費税等相当額除く）

地中線工事 ○．○百万円（ 〃 ）

計量器工事 ○．○百万円（ 〃 ）

その他 ○．○百万円（ 〃 ）

※３ 【架空線/地中線】工事の内訳中、調査測量費、用地取得費及び設計費等その他の費用を【○％/○円】含んでおり

ます。 

（注）１ 下線は原資料に付されているものであり、波線は当省が付したものである。

２ 負担金工事内訳の様式は、特別高圧のものも含めて、経財産業省のホームページ（「なっと

く！再生可能エネルギー」の「よくある質問」）に掲載されている。
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表
3
-
③

電
力

系
統

へ
の

接
続

手
続

の
主

な
流

れ

（
注

）
電

力
広

域
的

運
営

推
進

機
関

の
資

料
に

よ
る

。

表
3
-
④

書
面

調
査

の
対

象
と

し
た

出
力

1
0
k
W
以

上
の

太
陽

光
発

電
設

備
の

運
転

状
況

等
（
単
位
：
設
備
、
事
業
者
、
％
）

1
発
電
設
備
の
運
転
状
況

設
備
数

事
業
者
数

2
工
事
費
負
担
金
に
つ
い
て

設
備
数

事
業
者
数

①
運
転
を
開
始
し
た
。

2
,
1
0
9

1
,
0
3
6

7
7
1

3
7
8

②
現
在
、
系
統
接
続
の
工
事
中
で
あ
る
。

4
1
3

2
1
4

(
2
9
.
4
)

(
2
8
.
9
)

③
電
力
会
社
と
工
事
費
負
担
金
の
負
担
金
額
に
つ
い
て
調
整
中
で
あ
る
。

9
8

5
6

⑨
妥
当
な
額
で
あ
る
と
感
じ
た
。

1
,
7
1
4

8
0
1

④
電
力
会
社
へ
接
続
契
約
の
申
込
み
を
し
て
お
り
、
電
力
会
社
の
回
答
を

3
6
1

1
3
1

(
6
5
.
4
)

(
6
1
.
3
)

待
っ
て
い
る
。

⑩
安
い
と
感
じ
た
。

1
0
6

7
9

⑤
現
在
、
発
電
設
備
の
建
設
中
で
あ
る
。

2
6
1

1
1
2

(
4
.
0
)

(
6
.
0
)

⑥
運
転
開
始
を
断
念
し
た
。

4
5
0

2
6
2

⑪
無
回
答

2
9

4
8

⑦
そ
の
他
（
関
係
法
令
の
許
可
手
続
中
等
）

3
2
9

2
3
0

(
1
.
1
)

(
3
.
7
)

4
,
0
2
1

2
,
0
4
1

2
,
6
2
0

1
,
3
0
6

(
1
0
0
)

(
1
0
0
)

3
運
転
開
始
を
断
念
し
た
主
な
理
由
に
つ
い
て

設
備
数

事
業
者
数

⑫
工
事
費
負
担
金
が
高
い
こ
と
が
主
な
理
由
で
、

2
7

1
5

（
注

）
1

当
省

の
調

査
結

果
に

よ
る

。
事
業
の
採
算
が
合
わ
な
く
な
っ
た
た
め
。

(
6
.
0
)

(
5
.
6
)

2
①

か
ら

⑦
は

複
数

回
答

可
で

あ
る

。
⑬
事
業
費
の
調
達
が
困
難
に
な
っ
た
た
め
。

4
4

2
9

3
3
は

複
数

回
答

可
で

あ
る

た
め

、
⑥

と
3
の

合
計

は
一

致
し

な
い

。
(
9
.
8
)

(
1
0
.
7
)

4
割

合
は

四
捨

五
入

の
関

係
で

、
合

計
が

1
0
0
に

な
ら

な
い

場
合

が
あ

る
。

⑭
必
要
な
土
地
を
調
達
で
き
な
か
っ
た
た
め
。

1
5
3

7
5

(
3
3
.
9
)

(
2
7
.
8
)

⑮
そ
の
他
（
事
業
方
針
の
変
更
等
）

2
2
7

1
5
1

(
5
0
.
3
)

(
5
5
.
9
)

4
5
1

2
7
0

(
1
0
0
)

(
1
0
0
)

合
計

⑧
高
い
と
感
じ
た
。

合
計

合
計
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表
3
-
⑤

実
地

調
査

し
た

発
電

設
備

数
等

（
単
位
：
設
備
、
事
業
者
）

1
0
㎾
～

2
0
㎾
～

3
0
㎾
～

4
0
㎾
～

5
0
㎾
～

5
0
0
㎾
～

1
,
0
0
0
㎾

～
2
,
0
0
0
㎾

～

北
海
道
電
力

北
海
道

2
1

1
1

1
2

0
8

1
0

4
1

5
0

1
5

東
北
電
力

宮
城
県

9
6

0
0

0
6

3
0

1
1

1
9

青
森
県

1
6

6
0

0
0

6
1
0

3
2

5
0

1
4

秋
田
県

7
1

0
0

1
0

6
0

2
4

0
5

山
形
県

1
1

8
1

0
0

7
3

3
0

0
0

1
0

東
京
電
力

埼
玉
県

1
6

1
3

2
0

2
9

3
2

0
0

1
9

茨
城
県

1
0

7
1

1
1

4
3

2
0

1
0

1
0

中
部
電
力

長
野
県

2
0

1
4

0
0

1
1
3

6
3

0
3

0
1
5

愛
知
県

1
3

3
0

1
0

2
1
0

6
3

1
0

9
北
陸
電
力

富
山
県

1
1

9
2

1
0

6
2

1
0

1
0

9
関
西
電
力

大
阪
府

2
2

1
5

2
4

3
6

7
3

3
1

0
1
3

中
国
電
力

広
島
県

2
1

1
0

0
2

1
7

1
1

8
0

3
0

1
2

鳥
取
県

1
0

5
0

1
0

4
5

0
4

1
0

9
四
国
電
力

香
川
県

2
0

1
8

2
2

2
1
2

2
1

1
0

0
1
5

高
知
県

2
4

1
1

3
0

2
6

1
3

0
3

1
0

0
1
5

九
州
電
力

福
岡
県

2
5

1
6

0
0

0
1
6

9
3

3
3

0
1
5

熊
本
県

2
6

2
5

0
3

0
2
2

1
0

0
1

0
1
5

大
分
県

2
3

1
6

0
1

1
1
4

7
1

2
4

0
1
5

宮
崎
県

2
8

2
0

2
0

0
1
8

8
3

4
1

0
1
5

鹿
児
島
県

2
8

1
6

2
1

1
1
2

1
2

4
2

6
0

1
5

3
6
1

2
3
0

1
8

1
9

1
5

1
7
8

1
3
1

4
7

3
1

5
1

2
2
4
4

（
注

）
1

当
省

の
調

査
結

果
に

よ
る

。

2
複

数
の

設
備

に
つ

い
て

一
括

し
て

工
事

費
負

担
金

の
請

求
が

な
さ

れ
た

場
合

に
は

、
１

設
備

と
し

て
カ

ウ
ン

ト
し

て
い

る
。

合
計

電
力
会
社
名

発
電
設
備

所
在
地

調
査
対
象

事
業
者
数

調
査
対
象

発
電
設
備

数

調
査
対
象
発
電
設
備
の
出
力
別
内
訳

「
1
0
㎾
以
上
5
0
㎾
未
満
」
の
出
力
別
内
訳

1
0
㎾
以
上

5
0
㎾
未
満

5
0
㎾
以
上

「
5
0
㎾
以
上
」
の
出
力
別
内
訳

60



表 3-⑥ 工事費負担金が減額となる案が採用された例

電力会社名 内容

九州電力 ［出力］1,000kW

［発電設備所在地］大分県

［経緯］

九州電力が平成 24年 8月に回答した接続検討結果における概算工事費負

担金額に発電事業者が難色を示し、同発電事業者と九州電力営業所とで打

ち合わせを行うなどして、他の系統対策工事案との比較を行った。

その結果、電圧調整装置を設置する当初の案ではなく、発電設備の最大

出力が制限され発電電力量が低減するものの、工事費負担金が減額となる

運転案を発電事業者が採用した結果、接続検討結果回答時の概算工事費負

担金約 320 万円が、詳細設計後には約 140 万円へと変更となった。

（注）当省の調査結果による。

 
 
表 3-⑦ 調査対象発電設備の工事費負担金の中央値等

（単位：万円／kW、設備）

区 分

工事費負担金

10 ㎾以上

50 ㎾未満

50 ㎾以上

500 ㎾未満

500 ㎾以上

1,000 ㎾未満

1,000 ㎾

以上
全体

中央値 1.05 0.25 0.30 0.44 0.89

平均値 1.64 0.41 0.65 0.64 1.31

設備数 161 31 14 22 228

（注）1 当省の調査結果による。

2 「設備数」は、実地に調査した発電設備（361 設備）から運転を開始していない又は工事

費負担金額が確認できなかった設備（133 設備）を除いたものである。
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表
3
-
⑧

工
事
費
負
担
金
内
訳
の
提
示
状
況
（
出
力
1
0
k
W
以
上
5
0
k
W
未
満
の
発
電
設
備
）

（
単

位
：

設
備

、
％

）

1
0
㎾

～
2
0
㎾

～
3
0
㎾

～
4
0
㎾

～
1
0
㎾

～
2
0
㎾

～
3
0
㎾

～
4
0
㎾

～
北

海
道

電
力

北
海

道
1
1

8
4

3
0

0
0

3
1

0
0

0
1

東
北

電
力

宮
城

県
6

4
0

2
0

0
0

2
2

0
0

0
2

青
森

県
6

1
0

0
0

0
0

0
1

0
0

0
1

秋
田

県
1

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

山
形

県
8

4
0

3
0

0
0

3
1

0
0

0
1

東
京

電
力

埼
玉

県
1
3

1
0

0
0

0
0

0
1

0
0

0
1

茨
城

県
7

3
1

0
0

0
0

0
2

1
0

0
1

中
部

電
力

長
野

県
1
4

7
7

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

愛
知

県
3

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

北
陸

電
力

富
山

県
9

7
0

0
0

0
0

0
7

2
1

0
4

関
西

電
力

大
阪

府
1
5

5
3

2
0

0
0

2
0

0
0

0
0

中
国

電
力

広
島

県
1
0

5
0

1
0

0
0

1
4

0
1

0
3

鳥
取

県
5

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

四
国

電
力

香
川

県
1
8

1
1

8
1

0
1

0
0

2
0

0
0

2
高

知
県

1
1

5
5

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

九
州

電
力

福
岡

県
1
6

1
1

5
0

0
0

0
0

6
0

0
0

6
熊

本
県

2
5

1
4

1
1

0
0

0
0

0
3

0
1

0
2

大
分

県
1
6

1
2

1
0

2
0

0
1

1
0

0
0

0
0

宮
崎

県
2
0

6
5

0
0

0
0

0
1

1
0

0
0

鹿
児

島
県

1
6

3
3

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

2
3
0

1
0
7

6
2

1
4

0
1

1
1
2

3
1

4
3

0
2
4

1
0
0

5
7
.
9

1
3
.
1

2
9
.
0

（
注
）
1

当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。

2
複
数
の
設
備
に
つ
い
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表 3-⑨ 工事費負担金内訳の提示内容が不十分であった例（出力 10kW 以上 50kW 未満

の発電設備）

電力会社名 工事費負担金内訳の提示内容等

北海道電力

［出力］49.5kW

［提示内容］

平成 25年 10 月○日付け「工事費負担金見積書」（抜粋）

２．工事費負担金の算定内訳

需要場所 ○○○

契約種別 定額電灯及び太陽光発電設備設置に伴う系統連系

工事費負担金内訳 請負工事代 ○○○

資材代等 ○○○

（電柱・電線・変圧器・諸材料）

総経費 ○○○

消費税等相当額 ○○○

工事費負担金計 ○○○

東北電力

［出力］40kW

［発電設備所在地］宮城県

［提示内容］

平成 26年 4 月○日付け「工事費負担金のお知らせ」（抜粋）

【内訳】 （単位：円）

工事費（実費分） 工事費（合計）

（消費税相当額再掲）資材費 工費 諸掛り 消費税相当額

○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○

（○○○）

東京電力

［出力］38.5kW、44kW （工事費負担金は両設備の合計額）

［発電設備所在地］茨城県

［提示内容］

平成 26 年 3 月○日付け「太陽光発電等における工事負担金のご請求につ

いて」（抜粋）

４．ご請求金額 合計 ○○○円（消費税込み）

【ご請求内訳】

○○○円（消費税込み）『その他材料費等（工事費含む）』

○○○円（消費税込み）『購入用計器（工事費含む）』

北陸電力

［出力］40kW

［発電設備所在地］富山県

［提示内容］

平成 26年 9 月○日付け「請求書」（抜粋）

・工事概要 変圧器、引込線および買取用計器工事

＜買取用計器＞

計器種別：単相３線式２５０Ａ

計器箱：お客さまにて準備

・費用内訳

項 目 金額（円）

工事費負担金 ○○○

買取用計器工事費 ○○○

合 計 ○○○

消費税等相当額（再掲） ○○○
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中国電力

［出力］49.5kW

［発電設備所在地］広島県

［提示内容］

平成 26年 10 月○日付け「工事費負担金請求書」（抜粋）

内訳 材料費 工費 諸掛費 計

架空線工事

取付 ○○○ ○○○

○○○ ○○○

撤去 ○○○ ○○○

計 ○○○ ○○○

合計 ○○○

（○○○）

※架空線工事内容：変圧器取付および取替、低圧線撤去、引込線新設工事

四国電力

［出力］49.9kW

［発電設備所在地］香川県

［提示内容］

平成 25年 9 月○日付け「請求書」添付の「工事費負担金内訳書」（抜粋）

科目 品名または工事種別 金額（円）

低圧電線
低圧線工事 ○○○

小 計 ○○○

変圧器
変圧器工事 ○○○

小 計 ○○○

引込線
引込線工事 ○○○

小 計 ○○○

その他
諸費 ○○○

小 計 ○○○

以上合計 ○○○

工事費合計（円） ○○○

消費税（再掲） ○○○

九州電力

［出力］49.3kW

［発電設備所在地］福岡県

［提示内容］

平成 26年 6 月○日付け「工事費負担金の請求について」（抜粋）

工事費負担金内訳

項目 金額 備考

材料費 ○○○円 計器代を含む

取付工費 ○○○円

撤去工費 ○○○円

諸経費 ○○○円

撤去品戻入 ○○○円

合計 ○○○円

消費税（８％） ○○○円

ご請求金額 ○○○円

（注）1 当省の調査結果による。

2 工事費負担金額等は、調査対象発電設備が特定されるおそれがあるため、明示していない。
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表 3-⑩ 工事費負担金内訳の提示内容が不十分であったことについての各電力会

社の意見等

電力会社名 意見等

北海道電力 連系区分が低圧・高圧の発電設備（注）については、平成 25 年 7 月に当社

が定めた電力購入業務処理マニュアルに基づき、「再生可能エネルギーの系

統連系について」（前掲表 3-②）で示された負担金工事内訳の様式を準用し

て工事費負担金内訳を提示している。

また、連系区分が特別高圧の発電設備（注）については、「再生可能エネル

ギーの系統連系について」で示されたものよりも詳細な工事設計結果の様式

を用いて工事費負担金内訳を提示している。

工事費負担金内訳が提示されていなかった事例については、既に工事内容

の詳細について発電事業者と打合せ済みであったことから内訳の提示を省

略したケースや、単純に添付を失念したことなどが考えられ、社内マニュア

ルの取扱いが遵守されていなかった事実について反省点として認識してい

る。

なお、本店が実施する支店に対する業務点検により、工事費負担金内訳の

添付状況についても確認している。営業所に対しては支店が業務点検を行っ

ている。

東北電力 連系区分が低圧の発電設備については、規模が小さく、工事費負担金も多

額とならないことから、工事費負担金として、資材費、工費、諸掛り等を示

している。

また、連系区分が高圧・特別高圧の設備については、工事費負担金内訳と

して、工事概要（設備項目ごとの工事内容）及び概算工事金額を示してい

る。

発電事業者からの要望があれば、各営業所において、どのような工事を行

うのか図面等を示しながら説明するなどの対応をしているものと理解して

いたが、今回の工事費負担金内訳の提示内容が不十分だった事例を鑑み、「再

生可能エネルギーの系統連系について」に基づき、様式、取扱い等の見直し

について検討したい。

東京電力 「再生可能エネルギーの系統連系について」で示された様式に準じて、平

成 25 年度に工事費負担金内訳の様式を定め、各支社に当該様式を使用する

よう指示した。

一部の支社が工事概要を示していなかったことについては、記載例を示し

ていなかったこともあって提示内容に差が生じてしまったものと認識して

いる。

工事概要の記載例については、平成 27 年 3 月 16 日及び 6 月 23 日に社内

周知・徹底を改めて実施した。

北陸電力 連系区分が高圧・特別高圧の発電設備の場合は接続検討回答時に、連系区
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分が低圧の発電設備の場合は接続契約申込みに対する電話による回答後に、

「再生可能エネルギーの系統連系について」で示された負担金工事内訳の様

式を準用した工事費負担金内訳を提示するよう社内規則である取扱指針に

定めて、各支店等における統一的な取扱いとしている。

本取扱いについては、これまでも社内会議等にて周知してきたが、今般の

事例を踏まえて、改めて周知徹底したい。 
関西電力 「電力購入にかかる工事費負担金取扱いマニュアル」（平成 16 年 11 月 30

日制定、25 年 3 月 29 日改正）において、接続検討及び接続申込みの回答並

びに工事費負担金請求時における金額の提示は、「再生可能エネルギーの系

統連系について」で示された負担金工事内訳の様式を準用して定めた様式を

用いると規定しており、全支店・営業所に対し周知している。

しかし、平成 26 年 8 月から 9 月にかけて、各支店が管内の営業所に対し

て実施したセルフチェック（毎年実施する業務の実施状況等に係る内部監

査）において、接続検討申込みの回答時に負担金工事内訳の添付漏れがある

ことが判明した。このため、同年 10 月 29 日付けで文書を発出し、接続検討

回答時における負担金工事内訳の添付の徹底を改めて周知しており、現在で

は添付漏れはないと認識している。

中国電力 連系区分が高圧・特別高圧の発電設備については、平成 25 年 5 月 9 日付

け客配系第 164 号「事業用太陽光発電等の接続検討における工事概要および

工事補償金内訳の事業者への提示について（通知）」で、「再生可能エネルギ

ーの系統連系について」で示された負担金工事内訳の様式を利用して工事費

負担金内訳を提示するよう指示している。また、連系区分が高圧の発電設備

については、平成 26 年 10 月に公表した「標準モデル単価」に必要数量を乗

じた金額を提示する方式に改めている。

一方、連系区分が低圧の発電設備については、接続検討回答書のサンプル

を示しており、このサンプルに倣って提示している。低圧の発電設備につい

ては工事費負担金が高額になることが少なく、また、工事費負担金の内訳を

求められることも少ないため、当該サンプルには、材料費、工費及び諸掛り

別の金額内訳を示して記載するようにしている。なお、当該サンプルは、平

成 25 年 5 月 9 日付け客配系第 164 号を通知した際、管内営業所から低圧の

発電設備の場合の工事費負担金内訳の提示の取扱いについて問合せがあっ

たため、メール等で示したものであり、正式に各営業所に通知したものでは

ない。

連系区分が低圧の発電設備に係る工事費負担金内訳の提示については、管

内営業所に明確な指示ができていなかったため、その見直しも含めて早急に

取扱いについて検討したい。 
四国電力 平成 25 年 2 月以降、「再生可能エネルギーの系統連系について」で示され

た標準様式を用いて工事費負担金内訳を提示することとしており、社内掲示
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板に標準様式を掲載し、また、全部門を対象とした再生可能エネルギー関係

系統アクセス業務処理方法の周知会、配電部門での太陽光連系技術・運用情

報交換会などの場で同様式の使用について支店・営業所に対し周知、指導し

てきた。

工事費負担金内訳の提示が不十分だった平成 25 年の事例については、

個々の社員の認識不足やミス等が原因と考えられるが、管内の支店・営業所

に対する周知が十分浸透していなかったことも一因であると考える。

平成 26 年以降については、継続した周知・指導により、電力系統へのア

クセス業務に関する適正な処理が徹底されていると認識しているが、今般の

事例を踏まえ、標準様式を使用しての工事費負担金内訳の提示の徹底につい

て、支店・営業所に再周知したい。

九州電力 発電事業者に対する工事費負担金内訳の提示について、平成 25 年 6 月 14

日に、社内通達『工事費負担金請求時の「工事費負担金請求書」および「工

事内訳」の様式送付について』を発出し、「再生可能エネルギーの系統連系

について」で示された様式を用いた工事費負担金内訳の提示を全社内へ指示

した。

その後も工事費負担金内訳の提示が一部の営業所で不十分であったため、

平成 27 年 1 月 26 日の改正再エネ特措法施行規則の施行を契機に、27 年 1

月 23 日に、社内通達「再エネ特措法施行規則改正に伴う再エネ関係申込書

類等の変更について」（お客さま本部業務運営グループ）を発出して、提示

方法の統一を図った。

（注）1 当省の調査結果による。

2 連系区分が「低圧」の発電設備は、出力 50kW 未満の発電設備を指し、「高圧」の発電設

備は出力 50kW 以上 2,000kW 未満の発電設備を指す。また、「特別高圧」の発電設備は、出

力 2,000kW 以上の発電設備を指す。
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表 3-⑪ 発電事業者が工事費負担金の内訳又は詳細な内訳の提示を求めたものの断

られた例

電力会社名 経緯及びそれに対する電力会社の意見

東北電力 ［出力］49.5kW

［発電設備所在地］宮城県

［経緯］

事前に工事費負担金の内訳が示されないまま、平成 26年 12 月○日までに

工事費負担金の支払を求める 12 月○日付け請求書が届いたため、支払を数

日間猶予するよう求めるとともに、どのような工事内容でその金額になるか

照会したところ、支払猶予については検討するが、工事費負担金の算定根拠

については示せないと言われた。工事費負担金が納付されなければ、工事を

実施しないとのことであったので指定期日までに工事費負担金を支払った。

中国電力 ［出力］29.7kW

［発電設備所在地］広島県

［経緯］

平成 26 年 8 月○日付け請求書には、内訳として材料費、工費、諸掛費の

みが示されていたため、材料費、工費等の詳細な内訳を求めたが、出せない

と言われ、口頭で説明を受けた。

（注）当省の調査結果による。
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0
0

0
0

0
0

鹿
児

島
県

1
2

8
8

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

合
計

1
3
1

5
4

4
7

1
1

0
0

0
6

2
0

4
0

1
0
0

8
7
.
0

1
.
9

1
1
.
1

（
注

）
1

当
省

の
調

査
結

果
に

よ
る

。
2

複
数

の
設

備
に

つ
い

て
一

括
し

て
工

事
費

負
担

金
の

請
求

が
な

さ
れ

た
場

合
に

は
、

1
設

備
と

し
て

カ
ウ

ン
ト

し
て

い
る

。
3

「
資

料
が

確
認

で
き

た
設

備
数

」
は

、
「

調
査

対
象

発
電

設
備

数
」

か
ら

、
平

成
2
5
年

2
月

以
前

に
接

続
契

約
申

込
み

の
回

答
が

な
さ

れ
た

発
電

設
備

、
工

事
費

負
担

金
内

訳
に

係
る

資
料

が
保

管
さ

れ
て

い
な

か
っ

た
発

電
設

備
等

を
除

い
た

設
備

数
で

あ
る

。
4

「
割

合
」

は
、

「
資

料
が

確
認

で
き

た
設

備
数

」
の

合
計

数
に

占
め

る
割

合
で

あ
る

。

割
合

「
提

示
内

容
不

十
分

」
の

出
力

別
状

況
工

事
費

負
担

金
内

訳
の

提
示

状
況

提
示

有
提

示
無

電
力

会
社

名
発

電
設

備
所

在
地

調
査

対
象

発
電

設
備

数

資
料

が
確

認
で

き
た

設
備

数
「

提
示

無
」

の
出

力
別

状
況

提
示

内
容

不
十

分
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表 3-⑬ 工事費負担金内訳の提示内容が不十分であった例（出力 50kW 以上の太陽光

発電設備）

電力会社名 工事費負担金内訳の提示内容等

北海道電力

［出力］50kW 以上 500kW 未満

［提示内容］

平成 26 年 3 月○日付け「株式会社○○○様太陽光発電設備の系統連系検

討結果について（回答）」（抜粋）

３．工事費負担金概算等

工事費負担金概算 工期 備考

配電線工事 ○○○千円 ２ヶ月 分岐開閉器新設、高圧引

込線新設

系統制御関連工事 ○○○千円 ２ヶ月 系統制御所システム改造

合計 ○○○千円

東北電力

［出力］1,000kW 以上 2,000kW 未満

［発電設備所在地］宮城県

［提示内容］

平成 25 年 7 月○日付け「太陽光発電設備の系統アクセス検討の技術審査

結果について」の添付資料「系統増強及び新設工事に関わる工事概要書」

（抜粋）

１．工事費負担金について

（１）工事概要及び工事費負担金概算額

当社側の工事内容 工事負担区分 工事概算額 概算工期

①高圧引込線・高圧計器一式

200A 新設

②高圧配電線工事

SVR3000kVA → 逆 潮 流 対 応

SVR3000kVA

高圧線張替 SNOC5.0→SSWOC60

事故区間表示器取替×２台

①○○○千円

②○○○千円

６ヶ月程度

（略）

中国電力

［出力］50kW 以上 500kW 未満

［発電設備所在地］広島県

［提示内容］

平成 25 年 5 月○日付け客営再第○号「事業用太陽光発電連系検討に関す

る検討結果について（ご回答）」（抜粋）

（３）当社対策工事

工事内容 工事補償金額

（税込み）

所要工期

・高圧引込線新設工事×○ｍ

・高圧架空線増架工事×○ｍ

・電柱建替、改造工事

○○○円 14 ヶ月

（注）1 当省の調査結果による。

2 工事費負担金額、発電設備の出力等は、調査対象発電設備が特定されるおそれがあるため、

明示していない。
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表 3-⑭ 中国電力株式会社が行った工事費負担金の算定方法の見直し内容

平成 26 年 10 月 14 日以降新たに接続検討申込みがなされたものから、高圧の電力系統

に接続する場合に限って、架空配電設備（架空ケーブル線を除く。）に係る工事費負担金

は、架空配電設備の工事こう長（電線を敷設する際の 2 点間の距離）に同社が定める工事

費単価を乗じて得た金額としている。

この点について、中国電力では、従来、工事費負担金については、個別の工事内容に基

づいて材料費・工費を積算し、実工事費を算定していたが、①実工事費算定に当たっては、

詳細な設計書が必要になるため接続検討に時間を要していたこと、②工事完了後の工事費

負担金の精算において発電事業者との協議が難航する事例が発生したことから、接続検討

結果の早期回答や精算手続の簡素化を目的に、工事こう長に工事費単価を乗じて算定する

方法に見直したとしている。また、発電事業者にとっては、工事費負担金の予見性向上と

いったメリットがあるとしている。

［工事費単価表］（抜粋）

形態 工事区分 算定方法及び工事費単価（諸掛り等を含む。）

配

電

線

高圧架空配

電線（電柱等

を含む。）

新設 8,532 円／ｍ

増架・張替 5,292 円／ｍ

共同引込（Ｙ字分岐） 42,660 円／か所

地中配電線・架空ケーブル線 実費

（注）当省の調査結果による。
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